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 本研究は，今後の少子高齢・人口減少下において東京都市圏の鉄道を持続的に維持するための基礎資料

を得ることを目的とし，郊外駅の自駅乗降人員に着目して分析を行った．全郊外駅を対象に，乗降人員の

時系列推移を類型化することで特徴を捉えた． 

 乗降人員の時系列推移のパターンは多様であり各類型とも満遍なく分類されている．都心から 40km を

越えると増加駅が大きく減少するなど距離別の特徴が見られる一方，乗降人員の規模には有意な違いは見

られない．事業者や方面で特徴がある一方で，同一方面や隣接駅でも違いが見られるなど駅ごとに一様で

はない． 

     Key Words: Tokyo Metropolitan Area, railway strategy, time-series-analysis, suburbs, population 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 

東京都市圏の総鉄道輸送人員は，人口増加と，経済の

成長，事業所等諸都市機能の立地の増加などを背景とし

て長期にわたり増加を続けてきた．図-1に示す1980年以

降の総輸送人員の推移を見ても石油危機以降の経済の安

定成長下において緩やかな増加傾向が続き，1980年代後

半のバブル経済により大幅に増加した．バブル経済が崩

壊した1990年以降，地方からの転入鈍化・就業率の減少

等により総輸送人員の推移は減少から横ばいとなり，こ

れが2000年頃まで続いた．その後，バブル経済の崩壊に

よる都心部の地価の下落や容積率の緩和などによる都心

部での高層オフィスやマンションの建設ラッシュや所謂

ミニバブル景気に伴い再び増加傾向に転じた．その後，

2008年のリーマンショックによる経済の悪化に伴い総輸

送人員はわずかであるが減少傾向となっている． 

事業者別に見ると輸送人員の推移に格差が生じている．

図-2は，JR東日本および関東大手私鉄9社の輸送人員の

推移を1995年を100として見たものである．1995年以降
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出典：ＪＲ東日本：都市交通年報、その他：鉄道統計年報、各社HP 
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図-1 東京都市圏の輸送人員の推移 
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東京都市圏の総輸送人員が減少する中で，東京地下鉄，

東急電鉄，京王電鉄，JR東日本など減少を比較的小さく

留めた第1グループと，相模鉄道，京成電鉄，東武鉄道，

西武鉄道のように大きく減少した第3グループ，その中

間の小田急電鉄，京急電鉄の第2グループに分かれる．

総輸送人員が底を打った2000年以降の推移も様々である．

第1・第2グループは，多少の増減はあるものの順調に輸

送人員が増加する一方で，第3グループは低迷が続いて

いる．その結果，近年の各社の輸送人員の1995年以降の

変動には大きな差異が生じる結果となっている． 

同じ東京都市圏にありながら，このような差異が生じ

ている要因には，各社の輸送サービスに関する戦略の違

いはもとより，沿線・駅周辺のまちづくりへの各社およ

び沿線自治体の施策とその結果としての人口規模や人口

構造の違いにあると考えられる． 

少子高齢化が急速に進み，超長期的には東京都市圏全

体の人口規模が減少することなどを併せて考えると，特

に郊外部において事業者間，路線間，駅間での輸送人

員・乗降人員の格差がさらに拡大することが想定される．  

 

(2) 研究の目的 

以上を背景として，本研究では東京都市圏の郊外部の

全駅を対象として，以下に示す点を明らかにすることを

目的とする． 

① 駅別の乗降人員の変動傾向を分析し，この変動傾

向を類型化することで，増減傾向の特徴（路線

別，距離帯別，隣接駅間別など）を明らかにす

る． 

② 駅別の乗降人員の推移と駅勢圏の人口の変動（規

模，構造）の関係を分析し，各駅の乗降人員の

変動に人口がどの程度寄与しているかを分析し，

加えて人口以外の主たる変動要因は何かを検討

する． 

さらに，特徴的ないくつかの地域を抽出し， 

③ 駅勢圏内の人口及び諸機能（居住，業務，商業，

教育，リクリエーション等）の立地状況（規模，

時期，促進施策等），鉄道運行や駅へのアクセ

ス交通等の交通サービスの変化を詳細に分析し，

これがその地域にある駅の乗降人員に及ぼした

影響を明らかにする． 

以上を踏まえ， 

④ 今後，長期的な視点から駅周辺・沿線地域で鉄道

事業者，沿線自治体をはじめとした関係主体が

講ずるべき施策のあり方と，その中で鉄道事業

者が果たすべき役割のあり方について提案する． 

本論文では，上記の①に対応した分析結果について述

べる． 

2. 分析データの対象範囲とデータ概要 

 

(1) 分析データの対象範囲 

 表-1に分析に用いた鉄道利用者データを示す．都市交

通年報3) に掲載される各年の東京都市圏の全郊外駅956駅

の駅別の乗降人員データを用いる．分析にあたっては，

駅乗降人員と駅周辺地域の人口，諸機能の立地状況との

関係を分析することから，乗換えを除く自駅乗降人員を

用いる．また東京圏全体の輸送人員が減少局面に転じる

1995年を起点としてデータが入手可能な最新2014年まで

の19年間を対象期間とする（データ入手の制約から，JR

東日本，東急電鉄，東京メトロ，小田急電鉄，西武鉄道，

東武鉄道（以下，「6社」）以外は2010年までのデータ

を用いる）． 

 

(2) データ概要 

 表-2に乗降人員のデータ概要を示す．2010年の平均乗

降人員は2.94万人/日でありJR総武本線幕張駅（3.05万人/

日），小田急江ノ島線相模大野駅（3.04万人/日），東急

田園都市線南町田駅（3.16万人/日），東武東上線川越市

駅（2.93万人/日）などが平均値に近い駅である．距離帯

別に見ると都心から離れるにつれて平均乗降人員が減少

している．1995年から2010年の乗降人員の推移を見ると

半数弱の約43%（361駅）では乗降人員が増加している． 

 

3. 乗降人員の推移の類型化と郊外駅の特徴把握 

 

(1) 乗降人員の推移による類型化 

 駅周辺に人口が継続的に流入し乗降人員が継続して増

加している駅，逆に人口が流出し高齢化が進むなどによ

り乗降人員が減少している駅，宅地や商業開発等で乗降

人員が回復に転じている駅など，乗降人員の推移は様々

表-2 自駅乗降人員のデータ概要 

乗降人員 

（2010年） 

全駅平均 2.94万人/日 

距離帯別平均 20～30km：3.65万人/日 

30～40km：2.54万人/日 

40～50km：2.00万人/日 

50～60km：1.29万人/日 

60km以遠：0.26万人/日 

乗降の推移 

‘95⇒’10 

増加している駅：43%（361駅） 

減少している駅：57%（484駅） 

※全郊外駅のうち’95年以降開業している845駅が対象 
 

表-1 分析データ及び対象範囲 

対象データ 乗換えを除く自駅乗降人員 

対象期間 1995年～2014年（「6社」以外は2010年まで） 

対象駅 東京都市圏の郊外駅※ 956駅 
※皇居から直線距離20km以遠の駅とする 

（東京メトロ・都営地下鉄の駅については山手線よりも外側の駅） 

出典：「都市交通年報」（一財）運輸政策研究機構  の各年データ，

「6社」については2011年から2014年までのデータを提供して頂いた． 
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である．そこで，郊外駅の乗降人員の推移の特徴を捉え

るために時系列推移のパターンをもとに類型化を行う． 

1995年以降の東京都市圏の総鉄道人員は，1章で述べ

たとおり社会移動や経済動向の変化に伴い推移し，1995

年頃からの減少傾向から2000年頃に回復し，2006年以降

にリーマンショックに伴い再び減少に転じている．類型

化にあたっては，対象期間とこの変曲点に当たる1995年，

2000年，2006年，2010年の各期間の乗降人員の推移をも

とに図-3のように①-1～④-2の7つに分類する． 

 表-3に類型別構成比の概要を示す．継続的に増加して

いる①-1，2は336駅（34%）であり，全体の1/3程度は95

年以降増加傾向が継続している．また，類型ごとに違い

はあるものの各類型とも50駅以上と満遍なく分類されて

おり，東京都市圏の郊外駅の乗降人員の推移が多様であ

ることが分かる． 

 

(2)  類型化による郊外駅の特徴 

 図-4は都心からの距離帯別にみた類型別構成比である．

距離が遠くなるにつれて，減少傾向の駅（④-2青色，④

-1水色）の割合が増加しており，郊外ほど乗降人員が減

少する傾向が見られる．同様に，増加傾向の駅（①-1赤

色，①-2朱色）を見ると郊外ほど減少する傾向が見られ

るが，40km以遠で急激に減少している．郊外駅におい

て40kmまでの距離帯では乗降人員の増加を維持してい

るものの，40km以遠では都心からの距離も遠く交通利

便性等の影響から乗降人員が減少しやすいことが推察さ

れる． 

 また，図-5は乗降人員の規模別の類型別構成比である．

乗降人員の規模で見ると規模の大小で類型別構成比には

差が見られない．つまり，乗降人員の規模の小さい駅で

あっても乗降人員が減少しやすく，規模の大きい駅ほど

乗降人員を維持しやすいということではないことが推察

される． 

 図-6は主な路線の類型別構成比である．同一事業者で

も路線別に特徴が異なり，JR東日本を見ると東海道～東

北方面や環状路線が堅調な一方，常磐，総武は減少駅が

多く方面別に特徴の違いが見られる．一方で，京葉線は

増加傾向の駅が多い．また，西武鉄道は堅調な駅（①-

1・2）が多い一方減少傾向の駅（④-2）が多い．一方で，

小田急電鉄は堅調な駅や横ばいの駅，減少継続の駅など

乗降人員の推移が多様である．事業戦略の違いや距離帯

や方面等の地域の違いや事業者ごとに駅数・駅間距離が

異なることから各駅への投資の配分等が異なり，事業者

ごとにパターンの構成比が一様でないことが推察される． 

図-7は類型別構成比を地図上にプロットしたものであ

1995年

①-1
①-2

②
③-１

③-2
④-1

00年 06年 10年

④-2
分類型 駅の乗降人員の推移のパターン（’95以降）

①
1 増加傾向が継続している駅

2 横ばいの期間があるものの概ね増加傾向が継続している駅

② 横ばい傾向が継続している駅

③
1 増減はあるものの、 ’10で ’95の水準を上回る駅

2 増減はあるものの、 で を下回る駅

④
1 減少傾向が継続するが近年減少が上向きな駅

2 減少傾向が継続・緩和する駅

図-3 乗降人員の推移による類型化 

類型 ① ② ③ ④ 

1 2 1 2 1 2 
駅数 151 185 58 105 111 57 289 
構成比 16% 19% 6% 11% 12% 6% 30% 

 

表-3 類型別構成比 
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(n=50)

①-1 増加継続 ①-2 概ね増加

② 横ばい ③-1 増減するも'95以上

③-2 増減するも'95未満 ④-1 減少するも近年上向き

④-2 減少緩和・継続

図-4 距離帯別の類型別構成比 

※20km未満は参考値、20～30kmは東京メトロ・都営線のうち山手線の外側の駅 

図-5 乗降人員規模別の類型別構成比 

乗降人員は，2010年値 
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④-2 減少緩和・継続

図-6 主な路線の類型別構成比 
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JR中央本線－<東小金井以遠>－(n=11)

JR東北本線－<浦和以遠>－(n=13)

JR常磐線－<馬橋以遠>－(n=12)

JR総武本線－<船橋以遠>－(n=17)

JR京葉線－<南船橋以遠>－(n=7)

JR武蔵野線－<全駅>－(n=20)

東急田園都市線－<鷺沼以遠>－(n=14)

東急東横線－<大倉山以遠>－(n=7)

小田急小田原線－<生田以遠>－(n=16)

小田急江ノ島線－<全駅>－(n=17)

小田急多摩線－<全駅>－(n=8)

西武池袋線－<ひばりが丘以遠>－(n=19)

西武新宿線－<花小金井以遠>－(n=12)

東武伊勢崎線－<蒲生以遠>－(n=15)

東武東上線－<朝霞台以遠>－(n=14)

東武野田線－<全駅>－(n=35)

メトロ東西線－<～落合、日本橋～>－(n=16)

メトロ有楽町線－<～要町、銀座一丁目～>－(n=14)

メトロ丸ノ内線－<銀座+西新宿以遠>－(n=8)

①-1 増加継続 ①-2 概ね増加 ② 横ばい ③-1 増減するも'95以上

③-2 増減するも'95未満 ④-1 減少するも近年上向き ④-2 減少緩和・継続
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京急本線－京急鶴見以遠－(n=33)

相鉄本線－全線－(n=18)

京王本線－西調布以遠－(n=16)

京成本線－海神以遠－(n=21)

都営浅草線－～東銀座、戸越～－(n=14)

都営三田線－西巣鴨以遠－(n=12)

都営新宿線－岩本町以遠－(n=14)

都営大江戸線－－(n=22)

①-1 増加継続 ①-2 概ね増加 ② 横ばい ③-1 増減するも'95以上

③-2 増減するも'95未満 ④-1 減少するも近年上向き ④-2 減少緩和・継続
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る．放射路線を方面別に見ると神奈川方面や多摩方面は

堅調な駅が多く，常磐方面や千葉方面は比較的堅調な駅

が少ないなど方面別にも傾向の違いが見られる．一方で，

同じ埼玉方面のJR東北本線は堅調な駅が多いものの，並

行する東武東上線や東武伊勢崎線は堅調な駅が少なく同

一方面においても路線ごとに違いが見られる． 

また，同じ路線を駅別で見ると，同一路線内では概ね

同系色の類型が連続する傾向が見られるものの駅によっ

ては近接駅でも傾向が異なる駅が見られる．例えば，JR

常磐線は全線を通じて比較的減少傾向（③-2～④-2）の

駅が連続するものの南柏駅は③-1となっている．近年南

柏駅では，駅改良に併せて駅前再開発により複合商業施

設開発を行っており，開発に伴う私事来訪者や従業者が

増加していることが推察される．路線全体が減少傾向で

あっても駅改良などにより乗降人員を維持する駅も見ら

れる．  

 

(3) 格差拡大期（2000年以降）による分類の比較 

 

 前述の通り，輸送人員の長期トレンドを見ると，2000

年以降に各社の格差が拡大している．そこで，2000年以

降の乗降人員の推移をもとに同様の方法で分類分けを行

い，前述の1995年基準の結果と比較することで，2000年

の格差拡大期に生じた駅別の特徴について分析する．表

-4は，それぞれの分類結果の推移を示したものであるが，

結果が変化しない駅が多いが，2000年基準では，全体と

して①など好調な駅として分類される駅が多い．図-8は， 

乗降人員の増減率の距離帯別の標準偏差の推移を示した

ものであるが，格差が拡大する2000年から2006年では，

20km以遠の駅では，すべての距離帯で標準偏差が高くな

っており，格差が拡大していることがわかる．特に，20

～30kmの距離帯の格差拡大が顕著である． 

乗降人員が１万人／日以上の駅

乗降人員が１万人／日未満の駅
図-7 乗降人員の推移の類型別化結果 

南柏 

②

1 2 1 2 1 2

1 127 19 0 1 0 0 0

2 50 103 2 25 1 0 6

② 1 29 18 4 0 1 1

1 19 47 1 57 7 2 4

2 2 15 5 29 35 3 9

1 4 18 13 17 14 15 18

2 0 6 29 1 3 41 154
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表-4 類型別構成比 

分類結果が①・②→③に推移した（悪化した）駅 

 秋川，東我孫子，幕張，鴨居，淵野辺，八王子，北八王

子，中央林間，入間市，東陽町，月島，ＹＲＰ野比など 

分類結果が④→①に推移した（好転した）駅 

 平塚，根岸，拝島，藤が丘，生田，厚木，桜ヶ丘，八坂，

京急鶴見，弘明寺，金沢八景，堀之内，平沼橋，上星川，希

望ヶ丘，瀬谷，船橋競馬場，京成津田沼，みどり台，西登

戸，新千葉，浅草，東日本橋，西台，志村坂上，西巣鴨など 

図-8 乗降人員の増減率の標準偏差の推移 
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(4) 券種別変化にみる事業者別の特徴 

図-9は，主な路線について1995年から2010年の定期，

定期外の乗降人員を路線単位で集計し，その変化率をプ

ロットしたものである．全体としては定期が減少する駅

が多い一方で定期外が増加する駅が多い．事業者別に見

ると事業者間で特徴に違いが見られる．例えば，西武

線・東武線はいずれも全券種の乗降人員は減少している．

しかしながら，西武線は定期の減少は少ないものの定期

外の増加も少なく，東武線は定期外の増加は大きいもの

の定期の減少も大きい．事業者ごとの沿線人口の属性や

沿線開発の違いなどにより，券種別の利用者に違いが見

られることが推察される．沿線人口の属性や流動特性を

踏まえた上で開発等の施策を検討することが重要である． 

また，路線別に見ると，乗降人員が10%以上増加して

いる小田急多摩線など全ての路線では定期・定期外とも

に増加している．一方でJR東海道線など増加が10%未満

の駅では定期は減少するもののそれ以上に定期外が増加

している路線が多い．東武東上線など10%未満と比較的

減少の少ない路線では定期外は増加するものの定期の減

少が大きく全体では減少となっている．このように定期

の減少傾向と定期外の増加傾向の程度の差異により乗降

人員の増減に違いが生じている．今後も私事交通やシニ

アの移動など定期外旅客の増加がさらに見込まれること

から，駅周辺のまちづくりやオフピーク時の輸送サービ

スの対応などが重要になると推察される．  

 同一路線でも駅別にその傾向は異なる．図-10は，路

線全体で定期定期外計の乗降人員が増加している東急田

園都市線と減少している小田急小田原線の駅別の券種別

の変化率である．東急田園都市線は，定期定期外計では

増加している駅が8駅，減少している駅が6駅であるが，

減少している全駅で定期が減少しているなど，通勤旅客

の減少が減少の主要因であることが推察される．また小

田急小田原線は，定期定期 

外計で5駅が増加，11駅で減少している．東急田園都市

線と同様に減少全駅で定期券が減少しており通勤旅客減

少の影響が大きいことが推察される．一方で，定期外は

減少している駅もあるもののほとんどの駅で増加してい

る． 

 

5. おわりに 

 

 本研究は，今後の少子高齢・人口減少下において東京

都市圏の鉄道を持続的に維持するための基礎資料を得る

ことを目的とし，郊外駅の自駅乗降人員に着目して分析

を行った．全郊外駅を対象に，乗降人員の時系列推移を

類型化することで特徴を捉えた． 

 乗降人員の時系列推移のパターンは多様であり各類型

とも満遍なく分類されている．都心から 40km を越える

と増加駅が大きく減少するなど距離別の特徴が見られる

一方，乗降人員の規模には有意な違いは見られない．事

業者や方面で特徴がある一方で，同一方面や隣接駅でも

違いが見られるなど駅ごとに一様ではない． 

 これらの違いが生じる要因として、駅勢圏内の人口及

び諸機能（居住，業務，商業，教育，リクリエーション

等）の立地状況（規模，時期，促進施策等），鉄道運行

や駅へのアクセス交通等の交通サービスの変化などが考

えられその因果関係に注視する必要がある． 
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図-10 駅別の券種別の変化率 
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